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肥料取締法に基づく規制の見直し

現状と課題

１．公定規格の簡素化及び肥料の混合

• 公定規格について、以下を含む、肥料の種類の大く
くり化、簡素化を行う。
- 動植物・副産物肥料等の主成分の最小量の緩和
- 副産物肥料について使用できる原料の拡大
- 有害成分の最大量について大くくり化
【令和３年措置】

• 普通肥料と特殊肥料の混合、普通肥料と土壌改良
資材との混合を原則認める。
【令和３年措置】

２．保証票の見直し

• 表示のサイズについてより小さなサイズを認める
など見直しを行う。
【令和２年措置】

• 原料表示における括弧内の記載方法について重
量順の表示の在り方を含め記載の簡素化に向け
た見直しを行う。その際、保証票の見直しをスマー
ト農業戦略の一環と捉え、二次元コードを活用した
ウェブサイト上の情報提供によって表示を代替す
ることを可能とする。
【令和３年上期措置】

３．手続及び運用の見直し

• 手続を電子化する等、手続を合理化する。
【令和３年上期措置】

• FAMICの運用の実態等を把握するために、無記名
アンケートを実施した上で、必要に応じガイドライ
ンの見直しや発出などの対策を講ずる。
【令和元年措置】

４．法律の題名

• 法体系の抜本的な見直しに伴い、変更を含め新た
な法体系に即した相応しい題名を検討する。
【令和２年上期措置】

【現状】
・農業の成長産業化に向け、生産コストの50％以上を占める生産資材等
のコスト低減が不可欠。

・規制改革推進会議においても、全農の生産資材購買事業の見直し等、
積極的な検討を行ってきたが、国内肥料の価格は国際的にみて依然と
して割高。

・肥料取締法においては、昭和25年の制定以来、抜本的な見直しが行わ
れておらず、民間の創意工夫を引き出した安全の確保とコストダウンの
両立に向けた見直しが必要。

【肥料取締法の課題】

１．公定規格及び肥料の混合
普通肥料の登録基準である公定規格が詳細に過ぎて、分かりにくいと
の批判。普通肥料と特殊肥料や土壌改良資材との混合は原則認めら
れておらず、活用を期待される牛ふん由来の堆肥の混合が極めて限定
的。

２．保証票
製品に付すことが義務付けられている、肥料の種類や原料を記載した
保証票について、原料表示が複雑で、表示サイズが細かく規定されて
いることなど、農家にとって分かりにくく、使いにくいとの指摘。

３．手続及び運用
肥料の安全性や品質の調査等を担う（独）農林水産消費安全技術セン
ター（FAMIC）について、各地域のFAMICによる運用の統一がなされて
おらず、現場のFAMICの担当官の裁量に依存する状況。

実施事項

汚泥
164,169（42.7%）

動物のふん尿
82,626（21.5%）

国内産業廃棄物の発生状況肥料価格の国際比較

肥料の種類

出典：平成30年10月規制改革推進会議第20回農林ワーキング・グループ「国内外における
農業資材の供給の状況に関する調査について」（農林水産省提出資料）を基に作成

（日本=1とした場合）

出典：平成31年４月規制改革推進会議第10回農林ワーキング・グ

ループ「肥料取締制度の見直しについて」（農林水産省提出資料）
から抜粋

出典：「産業廃棄
物排出・処理状
況調査（平成25
年度実績）」（環
境省） 千トン/年
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改正漁業法の運用について

現状と課題

（改正漁業法のポイント）
（１）新たな資源管理システムの構築

・科学的根拠に基づく水産資源評価の実施と目標設定

・漁獲可能量（TAC）を設定。ＴＡＣ対象魚種は、早期に漁獲量ベースで８割に拡大

（２）生産性の向上に資する漁業許可制度の見直し
・漁船の安全性、居住性等の向上に向けて、船舶の規模に係る規制を見直し

・漁業許可を受けた者には各種報告を義務付けるとともに、資源管理を適切に行わない漁業者

や生産性が著しく低い漁業者に対する改善勧告・許可の取消し

（３）養殖・沿岸漁業の発展に資する海面利用制度の見直し
・県が漁業権を付与する際の優先順位の法定制は廃止。これに代えて、既存漁業者が水域を

適切かつ有効に活用していることを判断基準とした付与に移行

・漁業権者には、漁場活用に関する情報の報告を義務付け

（１）国及び都道府県の責務の明確化

• 透明性の高い公平な紛争解決を行うことの

できる制度運用の仕組みの策定。

【令和２年度実施】

（３）生産性の高い許可漁業の推進

• 許可または起業の認可の適格性に関する判

断基準を、漁業種類・魚種ごとに明確化。

【令和２年度実施】

（５）漁業者の所得向上に向けたコンプ

ライアンスとガバナンスの強化

• 漁協の全ての収入内容と全ての支出内訳、

役職員数等、漁協の経営状況等につき実態

を調査・公表の上、漁協の経営に関するKPIを

設定。【令和２年度実施】

• 漁協による組合員の資格審査の実態を調査・

公表の上、ガイドラインを策定、必要に応じ措

置。 【令和２年度実施】

出典）水産庁HP「平成29年度 水産白書」平成29年度水産の動向 第１部第２章第２節(１)、同第３節(１)

実施事項

（２）資源回復に向けたロードマップの策定

• 魚種ごとの資源回復に向けたスケジュール、

具体的対策等を定めたロードマップの策定。

【令和２年度以降順次実施】

（４）海面を最大限活用しうる仕組みの確立

と、漁業権制度の運用の透明化

• 都道府県知事が漁場の適切かつ有効な活用

を行っていると公平かつ公正に判断すること

ができるよう基準を明確化し、技術的助言とし

て発出。 【令和２年度実施】

資源管理手法

インプット・コントロール

テクニカル・コントロール

アウトプット・コントロール

（漁船のトン数制限・操業隻数の制限等）

（漁具の制限・漁期の制限等）

（漁獲可能量の設定、個別割当の導入等）

改正漁業法の下、アウトプット・コントロールを強化

・資源管理の対象となる魚種の拡大
・科学的知見に基づく資源評価の実施
・上記評価に基づく資源管理基準の設定

我が国の漁業・養殖業の生産量推移世界の漁業・養殖業の生産量推移

• 世界の魚介類の生産量及び消費総量が大きく増加する一方、我が国の生産
量は1984年をピークに減少の一途をたどる

• 水産業の成長産業化には、日本産の付加価値の高い魚介類への需要を喚起し、
輸出を伸ばすことが必須

• 2018年12月に「漁業法等の一部を改正する等の法律」が成立し、約70年ぶり
に抜本的に漁業法が改正された

【現状】

【課題】 改革の実現のためには、漁業法の改正にとどまらず、改正法について透明性の高い運用が行われる必要あり。

2



1. 個々人が自らの健診情報を利活用するための環境整備: 【令和２年度上期措置】
健診情報について、データ利活用の必要性や活用方針を公表。また、利活用に関する契約条項例や
条項作成時の考慮要素などをガイドライン等の形で示す

2. データ利活用のための「標準規格」の確立 : 【令和元年度措置（一部、令和２年度上期措置）】
医療分野における標準規格の基本的な在り方の検討、公表等

3. データを活用した最適な医療サービス提供のための包括的な環境整備 :【令和２年度措置】
医療分野におけるデータ利活用の促進、及び、必要に応じて、今後の個人情報保護法制の議論に適切に繋げるよう、国民のニーズが高いと思われる具体的な
ケースについて、包括的な環境整備に向け検討を開始、結論を得る

4.   健康・医療・介護に係るビッグデータの民間開放 :【令和２年度上期措置】
民間企業へ公益性のある利用を目的とした情報提供が可能となるようNDB等の提供にかかる審査・手続き等のガイドラインを公表する

医療等分野におけるデータ利活用の促進

1. 健診データが個人に帰属することに
ついて法令に明示的な規定がなく、このため
本人が健診機関から自身の健診データを
取得し健康アプリ等でのデータ利活用を行う
ことが難しい場合がある。
例えば健康アプリ事業者が、本人の同意が
あるにもかかわらず、健診機関から本人の
健診データが得られないケースが見られる。
(右図参照)

実施事項

4. 国民の特定健診等情報などの

政府保有の医療ビックデータ（NDB）等
について、民間企業への具体的な

提供方法が明らかでない。

右はビッグデータの収集フロー。

現状と課題

1.人生100年時代を生きる国民自身による健康づくり
（予防医療）等のためにも、医療データ利活用の
重要性が大きくなっている

2.  一方、医療分野における個人情報保護法制の
複雑性がデータ利活用を難しくし、対応が必要との
意見もある（複雑性の一例「病院設置主体ごとの
適用法令」について下図参照）

出典：規制改革推進会議 投資WG（平成28年11月15日開催）
鈴木正朝新潟大学教授・湯浅墾道情報セキュリティ大学教授資料

【課題】【現状】

2. 医療機関や保険者間で医療情報の連携を
進めるためにデータの標準規格を共有することが必要な一方、現状は十分でない。

(例) 検体検査判定における「陽性」表示(規格) :  「+」「(+)」「1」など様々

3. 病院や自治体の個人情報保護条例など、医療分野における個人情報保護法制の複雑性が新たなサー
ビスやビジネス創出の阻害要因に。

出典：規制改革推進会議 医療・介護WG（平成30年10月29日開催）
エムティーアイ社資料より抜粋

出典：第６回医療・介護データ等の解析基盤に関する有識者会議（平成30年9月6日開催）
厚生労働省資料「参考資料３：ＮＤＢ、介護ＤＢ等の役割と解析基盤について」より抜粋
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介護離職ゼロに向けた対策の強化

現状と課題

実施事項

出典）総務省「平成29年就業構造基本調査」
厚生労働省「平成28年 国民生活基礎調査の概況」
総務省「介護施策に関する行政評価・監視」（平成30年６月）
JILPT「介護者の就業と離職に関する調査」（平成28年）

（１）介護休暇制度の更なる柔軟化

• 介護休暇の取得単位について、時間単位の

取得が可能になるよう、必要な法令の見直し

に向けた措置を講ずる。

【令和２年度検討・結論、結論を得次第速や

かに措置】

（２）労働者への情報提供

• 労働者が介護保険の第２号被保険者になる

時点（40歳）で、両立支援制度に関する情報

提供が労働者にされるよう、医療保険者等に

通知を発出し、周知の徹底を図る。

【令和２年度措置】

• 相談窓口として地域包括支援センターが活

用できることを労働者に周知されるよう、

パンフレット等において、地域包括支援セン

ターの記載を行う。

【令和２年度措置】

• ケアマネジャーが、就労している家族の勤務

実態も踏まえてケアプランを作成できるよう、

ケアマネジャーへの情報提供や支援を行う。

【令和２年度措置】

２．労働者への情報提供

• 家族介護者の９割以上が、介護休業、介護休

暇を利用したことがなく、同制度の認識がある

者は４割程度にとどまる。

• 勤務先に介護休業制度があることを知っている

者の介護離職率は、知らない者の半分程度で

あるため、周知の徹底により、離職率の改善が

見込まれる。

１．介護休暇制度の一層の柔軟化

• 認知症は症状が徐々に進行するため、変化に

応じたケアプランの見直しが重要。

• ケアプランの見直し等、介護専門職との相談に

要する時間は、１時間程度で済む場合が多い。

• しかし、現行の介護休暇制度は「半日」が最低

の取得単位のため、小刻みに休暇を取ることが

できない。

【現状】

• 家族の介護のために離職せざるを得

ない労働者は年間約10万人に及び、

その約75％を女性が占める。

• 要介護の原因疾患の最上位が脳卒

中から認知症に変化。

【課題】
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日本で働く外国人材への「就労のための日本語教育」の枠組み整備

４ 教育内容の質の確保

• 就労先と日本語教育機関との間で、外国人労
働者の日本語教育の目的や達成レベルについ
て共通認識がもたれていない場合がある。

現状と課題
【課題】
１ 企業への支援

• 中小企業が単独で日本語教育を実施する
ことは困難だが、国は企業に対して十分な
支援体制を整えていない

• 定住外国人を対象に、職場での日本語に
よるコミュニケーション能力の強化等を
行っている「外国人就労・定着支援研修事
業」について、カリキュラムの概要が公表
されていない

（１）企業への支援強化

• 就労に必要な基礎レベルの日本語能力を身につけ

るためのモデルカリキュラムとして、「外国人就労・

定着支援研修事業」のカリキュラムの概要を外国人

を雇用する企業等へ公表する。【令和２年度措置】

【現状】

• 我が国で働く外国人の数及び受入れ企
業は共に過去最高の数値を更新

• 平成31年4月の改正出入国管理法によ
り、「特定技能」の労働者の受入れ開始

• 外国人材が就労する上で、日本語能力
の向上は必要不可欠

実施事項

３ 教育に関わる人材の育成・確保

• 就労のための日本語教師を育成するための研
修プログラムが普及していない

２ 地方自治体への支援

• 日本語教育における地方自治体の関与度のば
らつきが大きい

（２）地方自治体への支援強化

• 多文化共生総合相談ワンストップセンターで外国人

相談者や企業等の求めに応じ、日本語教育組織の

情報提供が行われるよう促す。【令和元年度措置】

（３）日本語教師の育成

• 就労のための日本語教師を育成するた

めの研修モデルの普及に努め、その効

果を検証する。【令和２年度措置】

（４）日本語能力の評価指標等の策定

• 国内外の外国人の日本語能力の指標とな

るよう、一般的な日本語教育の標準（日本

版CEFR）のうち共通参照レベルと能力記述

を策定する。【令和３年度措置】

• 就労場面における日本語コミュニケーショ

ン能力を評価できるよう、就労に特化した

ツールを作成し、各企業に「ひな形」として

提供する。【令和２年度措置】

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

700,000

900,000

1,100,000

1,300,000

1,500,000

H26 H27 H28 H29 H30

外国人労働者数（左軸）

外国人雇用事業所数（右軸）

0
200,000
400,000
600,000
800,000

1,000,000
1,200,000
1,400,000
1,600,000

H２６ H２７ H２８ H２９ H３０

外国人労働者数（国籍別）

その他

G７等
ペルー

ブラジル

インドネシア

ネパール

ベトナム

フィリピン

韓国

中国
出典）厚生労働省「外国人雇用状況」の届出状況まとめ（平成30年10
月末現在）」より事務局にて作成
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30%約6.2万人
14%
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33%
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高卒者（総数：約17.8万人）

約0.3万人

2%

約2.3万人
13%

約4.0万人
22%

約6.1万人

35%

約1.9万人
10%

約3.1万人
18%

5人未満 5～29人 30～99人

100～499人 500～999人 1,000人以上

事業所規模500人以上事業所への
入職者：約20.5万人（46％）

事業所規模500人以上事業所への
入職者：約5万人（28％） 事業所規模100人未満事業所

への入職者：約6.6万人（37％）

事業所規模100人未満事業所への
入職者：約10.2万人（23％）

高校生の就職支援の在り方の検討と支援の強化

２．高校生への支援の充実

• ミスマッチや早期離職の原因

に関する検証や卒業後の職業

への移行・定着支援が不十分

• インターネット等の多様な職

業・企業情報の入手経路が生

まれている中で、それらを適切

に活用するための支援が不足

現状と課題

実施事項

【課題】

１．就職に関する価値観の多様化への対応

• 就職の当事者である生徒等の希望を十

分に反映できているかの検証が不十分

• 複数社の応募を強く希望する生徒への

対応が十分にできないなどの個別の課

題が存在

（１）高卒の採用選考に関する現状の分析

• 高卒で就職した者が現在の採用選考の仕組

みをどう評価しているか、また早期離職の背景

にどのような要因があるかについて実態の分

析を行う。

【令和元年度措置】

（２）高校生に対する情報や機会の提供等の充実

• 企業説明会や企業見学など、生徒の企業理解に

資する材料や機会が適切かつ十分に提供される

よう、高校の現場が生徒に対する教育・指導に活

用できる方策を検討する。

【令和元年度検討、結論を得次第速やかに措置】

【現状】

• 高卒の採用選考は、全国統一的に採用選考期日等の申合

せを行った上で、都道府県ごとの状況に応じて、一定の期

間、１人が１社を応募する慣行（いわゆる「１人１社制」）が広く

普及。一方で、生徒の就職に関する価値観が多様化している

• 就職後３年以内の離職率が約４割に上り、特に就職後1年以

内の離職者の割合が大きい

（３）高卒就職者の定着支援

• 都道府県等と協力しながら、早期離職者

の対応を含め、高卒就職者の定着支援

を行う仕組みを整える。

【令和元年度検討、結論を得次第速やか

に措置】

（出典）厚生労働省職業安定局集計

平成27年３月新規学卒就職者の離職率

（出典）厚生労働省職業安定局集計

平成27年３月新規学卒就職者の事業所規模別入職者の状況
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教育における最新技術の活用

現状と課題

実施事項

（２）教育現場におけるＩＣＴ環境の整備・情報利活用の推進 【令和元年度検討・結論・措置】

• パソコン（タブレット等を含む）1人1台などの教育基盤について、市町村ごとの大きな格差がなくなるよう整備状況や活用状況を調査し、公表

• パブリッククラウドの利用が可能であることの明確化、およびネットワーク環境の充実化

（１）最新技術を活用した世界最先端の質の高い教育の実現 【令和元年度上期措置】

• 全ての小中高でデジタル技術が活用され、その効果が最大限発揮されるような工程表を含む包括的な措置

（３）デジタル教科書の活用 【令和元年度検討開始・令和３年度までに結論 結論を得次第速やかに措置】

• 「世界最先端の質の高いデジタル教科書」にふさわしいコンテンツの在り方や活用方法の検討

• デジタル化の利点を活かした児童生徒の学習に最適な教科書のあり方について検討、必要な措置

（４）個別最適化された学びの実現 【令和元年度検討開始 令和２年度結論 結論を得次第速やかに措置】

• 全日制の高校において、通信教育で一部の科目の単位を全過程の修了に必要な単位数に加えることができることを周知

• 最新の技術による個々の理解度に応じたオンライン学習などを活用し、世界最先端の教育を享受する環境を整備するための措置

（５）教員の役割の見直し 【令和元年度検討開始 令和２年度結論、結論を得次第速やかに措置】

• これまで教員が全て担ってきた役割を見直し、最新技術を活用した学びを支える教員の在り方について検討

• 従来の外部人勢の枠を超えた外部人材が広く学校教育に参画する仕組みを導入するために必要な措置

【現状】

• 技術革新や社会変革によって、求められる人材が多様化したことを背景に
世界では、最新技術を活用して未来仕様の学校を作る試みが動いている
（生徒個人の強みや関心に応じた個別学習プログラムを提供する学校など）

• 一方日本では、教育現場におけるＩＣＴ環境が貧弱 （5.6人に１台）であり、
平均レベルに合わせた集団授業が依然として主流

• 教員が対応すべき課題が複雑化、多様化

１．計画策定

・「世界最先端の質の高い教育」の実現に向けた計画が未整備

２．「最新技術を活用した世界最先端の教育」に向けた各種課題

・ICT環境整備のための地方財政措置（年間1,805億円）が十分に
活用されておらず、地方公共団体間の格差も大きい

・セキュリティポリシーが不明瞭で、学習データが活用されていない

・デジタル教科書の位置づけが不明瞭であり、普及が進まない
※学校教育法では「デジタル教科書は紙の教科書と同一内容」と
されており、デジタル教科書を使用できる時間は「授業時数の
二分の一に満たないこと」と告示されている

・平均レベルに合わせた授業にペースが合わない生徒も多く存在

・教員の役割の広さによる業務負荷軽減のため
多様な外部人材の登用、最新技術を活用した学びを
支える新たな教員の役割等について見直す必要

【課題】

１週間当たりの学内総勤務時間数（教諭）教育用コンピュータ １台当たりの児童生徒数

平均値：5.6人/台（H30.3.1)

【平均値】
小学校：57.25時間
中学校：63.18時間

出典）文部科学省「教員勤務実態調査（平成28年度）の集計について」出典）文部科学省「学校における教育の情報化の実態等に関する調査（平成30年３月現在）」

7



フィンテックによる多様な金融サービスの提供

現状と課題

（１）資金移動業者の口座への賃金支払

資金移動業者の口座への賃金支払につい
て、資金保全の仕組みが実現でき次第、措
置を講じる。 【令和元年度、できるだけ早期
に検討・結論・措置（資金保全の仕組みの実
現が前提）】

【現状】・ 銀行等の金融機関を経由しない

資金移動業者を介した振込や送金が増加

実施事項

４ 中小零細企業の資金調達の多様化

• 融資を受けるに当たり、現行の法制度の
枠組みでは、短期の資金ニーズに十分に
対応できていない。

• 株式市場における資金調達では、新興企
業の上場審査や上場後に求められる売上
げや利益水準が厳しい

５ 本人確認手続の効率化

• 資金移動業者などが行う金融関係取引で
は、他の事業者が行った本人確認を活用
できる一方、クレジットカード事業者のカー
ド発行契約に当たっては本人確認の活用
ができない。

３ 前払式支払手段の払戻し

• 商品券やプリペイドカードなどの前払式
支払手段の払戻しは原則禁止されてい
る。

２ 資金移動業の送金上限

• 資金移動業者の送金上限金額は100万
円とされているが、銀行を経由せずに
高額な為替取引を行うニーズがある。

【課題】
１ 資金移動業者の口座への賃金支払
・ 労働者への賃金支払については、通貨

で支払うこととされているが、例外として
銀行口座、証券口座への支払が認めら
れている。一方、資金移動業者の口座
への給与支払は認められていない。

（２）資金移動業の送金上限
銀行を介さずにスムーズに送金が行えるよ
う、現行の資金移動業と銀行の間に新たな類
型を設ける検討を行い、必要な措置を講じ
る。【令和元年度検討、早期に結論・措置】

（３）前払式支払手段の払戻し
前払式支払手段の払戻しの可否について、
本人確認義務が課されない簡便性に留意し
ながら、検討を行う。【令和元年度実施】

（５）本人確認手続の効率化

・本人確認の委託を行うことができる取引に
クレジットカードの発行契約を加えることにつ
いて検討し、措置を講じる。
【令和元年度検討・結論・措置】

・新興企業の株式市場における資金調達の
課題を整理し、その解決に向け、取引所と
関係者との協議を促進する。
【令和元年度実施】

• 技術革新やそれに伴うキャッシュレス化の進展により、電子マネーや取引データ
に基づいて資金を融資するトランザクション・レンディングが普及

資金移動業者とは

振込や送金（100万円以下）を銀行以外でも行える業者

（４）中小零細企業の資金調達の多様化

・短期の資金ニーズの調査、海外の法制度
の調査を行い（令和元年度前半まで）、その
結果を踏まえ、トランザクション・レンディン
グの活用などを含め、短期の資金ニーズに
より円滑に応えられるよう、制度の見直しの
可能性を含む方策のあり方を検討する。
【令和元年度検討・結論】

(出典)金融庁金融審議会の資料をもとに事務局にて作成
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電力小売市場の活性化

現状と課題

【課題】

• 発電設備の約８割を大手電力会社等が保有。実質的には、大手電力会社
が発電市場の独占力を梃子に小売市場における競争を制限しうる状況で
あり、競争環境が十分に整っていない。

１.大手電力会社による「内外無差別」の電力卸供給

• 大手電力会社が行う電力の卸供給について、発電部

門が担うことが望ましい旨をガイドラインその他の形

に盛り込む。【令和元年度措置】

• グロス・ビディングについて、大手電力会社の発電部

門、小売部門が分かれて売買入札を行うことが望まし

い旨をガイドラインその他の形に盛り込む。【令和元

年度措置】

２.卸電力市場の透明性の確保

• 市場価格に重大な影響を及ぼしうる発電所の稼働状況等に関する情報（燃料制約等の情

報も含む。）について、適切かつタイムリーな開示が行われるよう、早急に検討・結論

【令和元年度検討・結論】

３.ベースロード電源へのアクセスの公平性を確保するベースロード市場の開設

• 大手電力会社のベースロード市場への供出価格の監視に当たり、工場などの産業用の

小売価格も参照しながら、妥当性を確認 【令和元年度措置】

【現状】

• 平成28年の小売全面自由化（一般家庭を含む全ての需要家が
電力会社や料金メニューを自由に選択できる）から３年が経過

• 新規参入者のシェアは総販売電力量の約15％にとどまる一方、
大手電力会社や、その100％子会社などの関連事業者がその販
売量シェアを回復している地域もみられる（代理店・取次店を通じ
たものを含む。）。

実施事項

４.新規参入者に過度に不利にならない非化石価値取引市場の構築
• 発電事業者が得た非化石証書収入について、非化石電源の利用の促進に用いる。

【令和元年度措置】

- 大手電力会社からの電力卸供給を、小売部門が窓口となって行うケー
スが相当数ある。

- 大手電力会社が内部の売買取引の一部を取引所経由で行う「グロス・
ビディング」の売買入札を同一の担当者が実施

- 卸電力市場の取引では、市場価格に重大な影響を及ぼしうる、発電所
の稼働状況（燃料制約等の情報も含む。）の公開が求められていない。

- 石炭火力や大型水力等のベースロード電源を扱うベースロード市場
（本年中開設予定）や、再生可能エネルギー等の非化石価値を扱う非
化石価値取引市場（昨年度開設）においても、新規参入者の競争条件
が不利にならないようにする必要がある。

（出典）電力・ガス取引監視等委員会提出資料（平成31年４月25日第15回投資等ワーキング・グループ）

（卸電力市場）

（ベースロード市場、非化石価値取引市場）
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地方創生のための銀行の出資規制見直し

現状と課題

a)事業再生会社の議決権保有

• 裁判所の関与等がある案件に限定せ
ず銀行本体による議決権保有を可能と
し、中小企業の議決権保有の上限期
間は１０年に延長する。
【令和元年度措置】

b)地域活性化事業会社の議決権保有

• （株）地域経済活性化支援機構が関与す
る案件に限定せず投資専門子会社を通
じた議決権保有を可能とする。

【令和元年度措置】

c)事業承継会社の議決権保有

• 投資専門子会社を通じた最大５年間、
100％までの議決権保有を可能とする。
【令和元年度措置】

実施事項

• 銀行の健全性確保を目的とする銀行法や、銀行への過度な事
業集中の防止を目的とする独占禁止法は、銀行等が他の国内
の会社の議決権をその総株主等の議決権の百分の五を超え
て取得し、又は保有してはならないと定めている。（いわゆる
５％ルール）

a)事業再生会社の議決権

• 銀行本体は裁判所の関与する案
件等に限定して原則3年（中小企
業5年）100％までの議決権保有
可能。

b)地域活性化事業会社の議決権

• （株）地域経済活性化支援機構（REVIC)が
関与する案件に限定して、投資専門子会
社を通じた最大10年原則40％未満の議
決権保有可能。

c)事業承継会社の議決権

• 事業承継に当たって分散する株式の一
旦の集約先として関与してほしい等要望
が寄せられているが、これに対応する現
行の例外措置なし。

• 地方銀行等は、多くの企業のメインバンクを務めており、地域の
企業と経済を支える上で重要な役割を担っている。

【現状】

• ５％ルールの例外措置については銀行法施行規則等によって定められているが、その対象や期間は極めて限定的である。

（出典）帝国データバンク

【課題】
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総合取引所の実現

現状と課題

【課題】１.商品上場に要する商品所管大臣の同意

• 商品の生産・売買を行う当業者の参加を要件とする
ことは、金融商品取引所への商品上場の障害となる
懸念がある。

• 同意の運用に当たっては、高い透明性を確保し、グ
ローバルな市場参加者から理解を得る形で適用する
べき

１.商品所管大臣による同意の運用の明確化

• 既に商品取引所に上場（試験上場を含む。）

されている商品等については、当業者要件を課

さないこととする。【令和元年度上期措置】

• 同意要件は高い透明性を確保し、グローバルの

参加者から理解を得られる形で適用

【令和元年度上期措置】

２.総合取引所の開設時期の前倒し

• 貴金属等の大阪取引所への移管、日本

証券クリアリング機構への清算一元化に

ついては、2020年度上半期を目途に移管

【2020年度（令和２年度）上期措置】

３.エネルギー商品

• 電力・LNGについては、2020年度以降電力の試験上

場の期間内に、大阪取引所への移管とを比較検証

の上、市場のあり方について結論を得て、必要な措

置を講じる。【電力の試験上場がなされた場合は、

2020年度（令和２年度）以降試験上場期間中に検

討・結論、必要に応じて速やかに措置】

• 石油については、移管の時期について、金融庁、経

済産業省においても関係者との協議を実施

【2020年度（令和２年度）以降速やかに措置】

実施事項

２.総合取引所の早期開設

• 海外の取引所は総合取引所が主流とな
り、商品市場が活況を呈する一方、我が
国の商品市場は低迷している。

※2004年から2017年の間に、海外の商品デリバ
ティブ市場の出来高は約８倍に増加、我が国では
約５分の１の出来高に減少

• 本年３月にTOCOMが電力先物の

試験上場申請を提出

※「石油市場」を「エネルギー市場」に改組

石油市場 エネルギー市場

●原油
●石油製品

（ガソリン等）

●原油
●石油製品
●電力

３.エネルギー商品の扱い

• 人的資源や経験等の面からみて、
TOCOMの元で信頼性が高く、市場参加者
にとっても使いやすい市場が形成される
かどうかは懸念が残る。

• 海外の取引所において、石油、原油商品
は重要な取引対象であり、証券・金融とワ
ンストップで取引を行うニーズが高い。

【現状】

• 本年３月に東京商品取引所（TOCOM）と日本取引所グループ(JPX）が経営統合について基本合意

-

- TOCOMをJPXの完全子会社とする

- おおむね2020年度頃の可能な限り早期に、商品移管等を実施

◇貴金属、ゴム、農産物などの商品をJPX傘下の大阪取引所へ移管

◇石油商品については当面移管せず、新たな石油商品の大阪取引所への上場は両社間で協議

◇電力・LNGについては、TOCOMにおいて上場を目指す

- 清算機関をJPX傘下の日本証券クリアリング機構へ統合

《基本合意の主な内容》

（出典）経済産業省提出資料（令和元年５月１０日第44回規制改革推進会議）
を参考に事務局作成
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各種国家資格等における旧姓使⽤の範囲拡⼤
現状と課題

１．保育⼠・介護福祉⼠
保育⼠・介護福祉⼠の登録証について
は、⽒名（⼾籍名）のみを記載するもの
であり、旧姓併記を⾏うことはできない。
また結婚する等、⽒名が変わった場合に
は登録証の書換え交付の申請をしなけれ
ばならない。

実施事項

２．幼稚園教諭
教員免許状は、改姓後の書換え
義務はないものの、免許状等への旧
姓併記が制度上可能であることが明
確化されていない。

３．⽣命保険募集⼈
保険募集⼈として財務局等に登録する
際の⽒名として旧姓は認められていない。

４．准看護師
各都道府県が免許発給等の事務
を⾏う准看護師については、対応が
地域によって異なり、旧姓併記が認め
られない地域が存在する。

⼥性のキャリア継続において、結婚や離婚に際しても継続して旧姓を使⽤でき
ることが重要である。しかし、⼥性就業者⽐率が⾼い国家資格等の中には、
旧姓の継続使⽤ができないものがいまだに存在している。

■保育⼠登録証

１．保育⼠、介護福祉⼠
保育⼠、介護福祉⼠の登録証については、旧姓併記を
可能とする。【令和元年度措置】

２．幼稚園教諭
教員免許状については、各都道府県教育委員会に対し、申
請書の様式等を定めた教育委員会規則の改正を要請した上
で、旧姓併記が可能である旨を明確化する。
【令和元年度検討開始、速やかに措置】３．⽣命保険募集⼈

・ 保険募集⼈が保険募集を⾏う際に顧客に対し明らかにする
⽒名については、旧姓の使⽤が可能である旨を明確化する。
【令和元年度措置】
・ 保険募集⼈の登録については、保険会社関係団体及び各
保険会社に対し、募集⼈登録の電⼦申請に係るシステムの
改修を要請した上で、旧姓の登録を可能とする。
【令和元年度検討開始、速やかに措置】

４．准看護師
准看護師免許証については、各都道府県に対し、看護師免
許同様に旧姓併記を可能とするよう要請する。
【令和元年度措置】

※⽒名欄には⼾籍名を記載しなければならない

看護師（准看護師含む）

幼稚園教諭

介護サービス職業従事者

保育⼠
女 男

（出典）平成27年国勢調査 抽出詳細集計（就業者の産業（⼩分類）・職業（⼩分類）など）に基づき整理

54.2万⼈

155.2万⼈

11.2万⼈

130.0万⼈

97.1％

77.6％

93.9％

93.3％

■⼥性就業者⽐率
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10
12
14
16
18

平成28年度 令和２年
(目標)

平成29年度
(実績)

テレワーク制度等に基づく

雇用型テレワーカーの割合

副業・兼業、テレワークにおけるルールの明確化

（３）副業としての日雇派遣

【現状】

• 日雇派遣は原則禁止

• 副業の場合は例外措置として認められてい
るが、主たる業務における年収が500万円
以上の者に限られる

現状と課題

（２）テレワークの促進

【現状】

• 政府は令和２年までに雇用型テレワーカー
を平成28年度（7.7％）比の倍増とすることを
目標としているが、目標には程遠い

• 労働時間の把握・通算に関する現行制度

の適切な見直しについて、検討会の議論を

加速化し、速やかに結論を得る。

【令和元年に検討会で結論、結論を得次第

労働政策審議会で議論を開始し、速やか

に結論】

• 時間外・休日・深夜労働について、テレ

ワーク労働者のニーズ調査を実施。

【令和元年度着手、令和２年度措置】

• ニーズ調査も踏まえつつ、テレワークのガ

イドラインにおける、深夜労働に関する表

現を見直す。 【令和２年度措置】

• 労働者保護に留意しつつ、副業の雇用機

会を広げるために、「副業として行う場合」

の年収要件の見直しを検討し、速やかに結

論を得る。

【令和元年度検討開始、速やかに結論】

（１）副業・兼業の促進

【現状】

• 政府の方針として副業・兼業の推進が挙げ
られ、モデル就業規則も届出により副業・
兼業ができることが原則と改定されたが、
企業の大部分は、副業・兼業を原則禁止

実施事項

従業員の副業・兼業に対する意向（企業調査）

（出典）労働政策研究・研修機構

「多様な働き方の進展と人材マネジメン
トの在り方に関する調査（企業調査・労
働者調査）」（平成30年）

【課題】

• 本業と副業・兼業の労働時間を通算するこ
とが使用者に義務付けられているが、実務
上困難

• 主に副業の使用者が時間外労働に対する
割増賃金支払義務を負うため、企業は副
業・兼業者の受け入れに消極的

【課題】

• 深夜も含めて働く時間を柔軟に選択したい
という労働者の声があるものの、ニーズを
明確に把握できる調査がされていない

0

5,000

10,000

15,000

①60歳以上の

高齢者

②昼間学生 ③副業として

従事する者

（生業収入が

500万円以上）

④主たる生計者

でないもの

(世帯収入が

500万円以上)

①～④以外

日雇派遣労働者の内訳 （計：25,433人）

2,977
（11.7%）

6,459
（25.4%）

1,216
（4.8%）

10,938
（43.0%）

3,843
（15.1%）

【課題】

• 政府として副業を推進している一方、低所
得の若い世代は、事実上日雇派遣による
副業はできない

（出典）厚生労働省「労働者派遣事業報告」
（平成30年６月１日現在の状況）

■副業・兼業を許可している
■副業・兼業の許可を検討している
■副業・兼業の許可する予定はない
■無回答

11.2%
8.4%

75.8%

4.6%

（出典）国土交通省「平成
29年度テレワーク人口実
態調査」より作成

9.0%7.7%

倍増
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全国 大都市
(100万人以上)

東京23区

40% 18% ９%

行政手続コストの削減

事業者の行政手続コスト（３億５千万時間（９千億円））について、来年３月までに２０％以上
削減する。また、地方自治体にも、このような簡素化・デジタル化の取組を展開する。

１．中小企業・小規模事業者を
対象とする補助金、社会保険
手続

・従業員の入社・退社等のたび
に複数の社会保険の窓口（年
金事務所、ハローワークな
ど）を回ることが負担

・オンライン申請に電子証明書
(年間手数料7,900円)が必要

・各種補助金を申請する際に、
同じ情報を重複して記述する
必要

１．中小企業・小規模事業者を対象とする補助金、
社会保険手続

・１つのID・パスワード（経産省の法人共通認証
基盤を利用）でのオンライン申請を実現

・国のみならず地方自治体にも補助金共通申請
システムの活用を要請

・財務書類等の申請書類を標準化

【令和２年４月導入を目指す】

２．保育所入所時の就労証明
書の作成手続

・令和２年度入所分の標準的
様式の普及率70％を目指し、
地方自治体に働きかける

（大都市が採用しやすい様式
も作成）

【令和元年度上期までに措置】

・押印不要化を含め、デジタ
ルで完結する仕組みの構築
を検討

【令和3年度までに措置】

２．保育所入所時の就労証明
書の作成手続

・地方自治体毎に様式がバラ
バラで、一部ずつ紙に押印
が必要

・標準的様式の普及率は約
40%で、特に待機児童問
題を抱える大都市での導入
が進んでいない

現状と課題

実施事項

３．地方自治体の先進的取組の
横展開

・先進的な地方自治体（鳥取県、
徳島県等）の取組を広範な地方
自治体に横展開すれば、大きな
効果

３．地方自治体の先進的取組の
横展開

（国に求められる取組）

・所管法令の事務の実態を把握し、
デジタル化の障害・事業者にとっ
て重い負担となっている行政実務
の点検・是正

・手続のデジタル化に向け、標準様
式を作成、普及。添付書類の削減、
押印省略等

・国・地方に共通した使い勝手のよ
い申請システムの構築

【令和元年度以降 継続的に措置】

行政手続の
簡素化・

オンライン化

14


	20190607ポンチ絵(医療等分野におけるデータ利活用の促進).pdf
	point.pdf
	03  20190607ポンチ絵(医療等分野におけるデータ利活用の促進)r.pdf
	【集約版】第５次答申ポンチ絵.pdf
	02 出典修正_第５次答申ポンチ絵（水産）その3ｒ.pdf
	【集約版】第５次答申ポンチ絵.pdf
	表紙（第５次答申関連資料集）.pdf
	01 ポンチ絵_肥料v5_グラフ更新.pdf
	05 （介護離職ゼロ）ポンチ絵r.pdf
	06  0529＿1700ポンチ絵（日本語教育）.pdf
	07  【概要1枚】高卒就職ｒ.pdf
	08  ポンチ絵(教育） rev4.pdf
	09  0604フィンテックポンチ絵.pdf
	10  ポンチ絵（電力小売市場）.pdf
	11  【５％ルール】ポンチ絵ｒ.pdf
	12  ポンチ絵（総合取引所）ｒ.pdf
	13  【旧姓】ポンチ絵.pdf
	14  【TF】ポンチ絵のフォーマットver4r.pdf
	15  190531行政手続コストの削減.pdf






